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【調査研究の概要】 

・本研究では、世界７位の土地面積が取引の対象とされるモザンビークの北部地域に焦点をあて、現地小農組織

や市民社会組織とともに、アグリビジネスによる土地収奪（ランドグラブ）に関する実態把握調査を行った。 

・日本政府は、同地域を東西に走るナカラ回廊沿いの地域の開発を「ナカラ経済回廊開発」と銘打ち、官民連携

によるインフラ整備やモザンビーク・ブラジルとの三角協力による大規模農業開発事業「プロサバンナ」を

2009 年より進めてきた。 

・共同調査は 2015 年 4 月と 8 月に実施。4 月には、プロサバンナ事業で策定された「ナカラ回廊農業開発マス

タープラン」に関する公聴会で参与観察を行った。8 月には、土地収奪の実態と人びとの暮らしへの影響につ

いて調査を行った。その結果、(1) プロサバンナ事業の受益者であるはずの地元小農の公聴会への参加が阻害

されたり、「意味ある参加」ができなかったこと、(2)ナカラ経済回廊開発と土地収奪・人権侵害に密接な関係

がある実態が把握された。 

・日本政府や JICA への直接的な政策提言（共同声明・意見交換会を含む）、メディアに向けた共同記者会見、

一般市民の関心喚起のための報告会やソーシャルメディアを使った発信を行った。また、共同調査のパートナ

ーである小農組織や市民社会組織とともに共同声明などを発表したほか、国際学会での報告を行った。 

【調査研究の経過】 

・2015 年 4 月 17～30 日：現地農民組織（UNAC 並びに各州農民連合）および市民社会組織（ADECRU）と

ともに共同調査を実施。モザンビーク北部の 2 州（ナンプーラ州とニアサ州）で開催された、日本の ODA 事

業プロサバンナのマスタープラン・ドラフトに関する 9 つの公聴会に参加。訪問先の各地域で聞き取り。 

・7 月 9 日：参議院議員会館での農民代表らによる講演会「モザンビークから農民が緊急来日!～なぜ、現地農

民は異議を唱えるのか？ ～日本の農業開発援助（ODA）・プロサバンナ事業に関する 現地報告と声明発表 」 

・8 月 5～29 日：現地農民組織および市民社会組織とともにモザンビーク北部の 3 州で共同調査を実施 

・9 月～：JICA への情報公開請求 

・12 月 7 日：UNAC スタッフとの現地調査報告会（参議院議員会館）での共同調査結果報告 「“最後のフロ

ンティア”アフリカにおける小農の現在と日本～ナカラ回廊開発／プロサバンナ事業からの問題提起」 

【今後の展望など】 

・日本政府側よりプロサバンナ事業の改善が約束されたが、現実には小農組織への圧力が増し、事態は懸念され

る状況にある。引き続き現地小農・市民社会組織とともに調査を行い、政策転換を目指して活動していく。 
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